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Abstract

Theannualmaximaof１０-minutemeanwindspeed(AMW)andpeakgustspeed
(APG)atthe１５０ weatherstationsoftheJapanMeteorologicalAgencyhavebeen
investigatedforthemeteorologicaldisturbancestocausethem during４０ yearsfrom
１９６６ to２００５.Inaresult,inthesouthwesternpartoftheJapaneseIslands,ranging
from theNanseiIslandstotheKinkidistrict,theoccurrenceprobabilitiesofboth
AMW andAPGcausedbytyphoonsexceeded５０% exceptfortheJapanSeacoastal
areaandtheinlandarea.Especially,intheregionoftheNanseiIslandsandthesouth
coastalareaoftheKyushudistrict,theyexceeded８０%.Ontheotherhand,inthe
northeasternpartoftheJapaneseIslands,rangingfrom theChubudistricttoHokkaido,
they were under５０%.Thisresultisusefulin selection ofthe meteorological
disturbancestobeweightedoninalocallydeviseddesignforhighwinddisaster
reduction.
TheoccurrenceprobabilitiesofAMW andAPGcausedbytyphoonsincreasedevery

decade,andinthelastdecade,１９９６-２００５,abouthalvesofAMW andAPGoccurred
atattackingoftyphoons.InthemonthlyoccurrencefrequenciesofAMW andAPG,the
twodistinctpeaksappear.Oneisfrom AugusttoSeptemberwhenmostofthem were
causedbytyphoons,andtheotherisfrom FebruarytoAprilwhentheywerecaused
byothermeteorologicaldisturbances.InwinddirectionofAMW,twopeaksofSSE
andW aredistinct,butinthatofAPG,onlyonepeakofW appears.Inthelast
decade,theratioofthestationsexceeding２０ ms－１ inAMW increasedto２４%,and
thatofAPGexceeding３５ms－１attainedto３１%.

本報告に対する討論は平成２０年５月末日まで受け付ける。
＊ 京都産業大学理学部
FacultyofScience,KyotoSangyoUniversity
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１．はじめに
強風災害を引き起こす風速の目安の一つに，年

最大風速（１０分間平均）や年最大瞬間風速がある。
このような強風に対する防災対策を立てるに当
たっては，その起因となる気象擾乱を想定するこ
とが重要である。このために，MitsutaandFujii
（１９８７）は，各気象官署開設以降１９８０年までに観測
された日最大平均風速の上位１０位のうちで台風に
起因した頻度の地理的分布を示した。これによる
と，主として台風に起因している強風が日本列島
の２/３に及んでいた。一方，東北，北海道およ
び日本海側では，温帯低気圧，寒冷前線など台風
以外の気象擾乱通過のさいに観測されていた。し
かし，この調査では，気象官署によって観測開始
年が異なっていたり，移転による切断があったり
して，統計年数が異なっており，それが結果に少
なからず影響していたものと考えられる。当時と
しては，年最大風速がデータベースとして整備さ
れていなかったので，この方法を採らざるを得な
かった。ただ，このうち，切断による統計期間の
短縮については，気象庁（２００４）は２００５年１月１
日より，極値と順位値については移転があっても
観測開始から求めることにしたので，改訂された
順位値を用いれば解決できる。しかし，観測開始
年の差は残り，また，測器の変更もあるので，あ
まり長期間にわたる統計では，信頼性に問題があ
る。
そこで，本研究では，１９６６年から２００５年までの

４０年間を調査対象期間とし，各気象官署における
年最大風速と年最大瞬間風速について，台風に起
因して発現した比率について調べた。また，１０年
ごとに区切り，台風に起因して発現した比率がど
のように変化したかについても調べた。

２．解析方法と利用した資料
１９６６年から２００５年までの４０年間において，各気

象官署（以後，「地点」と称す）で観測された年最
大風速（１０分間平均風速）と年最大瞬間風速を抽
出し，その発現をもたらした気象擾乱について，
天気図に基づいて台風と台風以外の擾乱に分け
た。解析に使用した資料，対象とした地点および
判定に使用した天気図は次のとおりである。

２．１ 解析に使用した資料
解析のために使用した年最大風速と年最大瞬間

風速は，（財）気象業務支援センターを通して入手
した次のCD-ROM収録の地上気象観測日原簿
データから日最大風速および日最大瞬間風速を抽
出し，その中から各地点における年最大風速と年
最大瞬間風速を選び出した。ただし，日最大瞬間
風速は１９６７年以降しか収録されていないので，年
最大瞬間風速の調査期間は１９６７～２００５年の３９年間
である。
①気象庁監修『地上気象観測時日別データ（１９６１
年～１９７０年）CD-ROM』

②気象庁監修『地上気象観測時日別データ（１９７１
年～１９９０年）CD-ROM』

③気象庁監修『地上気象観測時日別データ（１９９１
年～１９９６年）CD-ROM』

④気象庁監修『気象庁年報１９９７年～２００５年CD-
ROM』

２．２ 解析の対象とした地点
対象とした地点は，この調査期間の大部分にお

いて継続して観測が行われた１５０地点である。な
お，次の地点は，一部の期間において観測が欠け
ていたり，地点の位置が移動したりしているが，
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次のように処理した。
①父島気象観測所は１９６６～１９６８年の観測資料が上
記CD-ROMに収録されておらず，入手が無理
なので，１９６９年以降の資料を使用した。

②館山測候所（地点番号４７６７２）が創設されたのは，
１９６８年４月１日である。それまでは，南南西に
約７km離れた富崎測候所（地点番号４７６７３）で
観測が行われていたが，館山測候所創設にとも
ない，１９６８年３月３１日で閉鎖された。気象庁で
は，これを移転としていないが，約７kmしか
離れていないので，継続しているとみなした。
なお，地点が切り替わった１９６８年には，近辺の
勝浦測候所の年最大風速が１月１３日に，年最大
瞬間風速が２月１６日に発現しており，富崎でも
同日に発現しているので，この年は富崎の資料
を用いた。

③沖永良部測候所は１９６９年５月１日に北東へ
１６．５km移転し，地点番号が４７９４１から４７９４２に
変わっているが，継続しているとして使用し
た。なお，移転した年の１９６９年には，付近の那
覇や名瀬において，８月２０日から２１日にかけて
年最大風速と年最大瞬間風速を観測しており，
移転後の沖永良部でも同様に８月２０日に観測し
ているので，この年は，移転後の値を使用し
た。

④与那国島，石垣島，宮古島，那覇，南大東島の
年最大瞬間風速は１９６７年以前，久米島の年最大
瞬間風速は１９６８年以前の観測資料は，上記
CD-ROMに収録されていない。それで，年最
大瞬間風速については，前者の５地点は１９６８年
以降，久米島は１９６９年以降の資料を使った。
したがって，年最大風速について解析の対象と

した地点数は，１９６６～１９６８年の３年間が１４９地点，
１９６９年以降が１５０地点となる。また，年最大瞬間
風速については，１９６７年が１４３地点，１９６８年が１４８
地点，１９６９年が１４９地点で，１９７０年以降が１５０地点
となる。

２．３ 使用した天気図
気象擾乱の判定には，次の資料に掲載されてい

る地上天気図（０９時）に基づいた。

①１９６６～１９７０年の地上天気図：『１９６６～’７０年天気
図５年集成』（半井，１９７１）

②１９７１～１９７５年の地上天気図：『１９７１～’７５年天気
図５年集成』（半井，１９７６）

③１９７６～１９８０年の地上天気図：『１９７６～’８０年天気
図集成』（大野，１９８２）

④１９８１～１９８５年の地上天気図：『１９８１～’８５年天気
図集成』（青木，１９８９）

⑤１９８６～１９９０年の地上天気図：『１９８６～’９０年天気
図集成』（与五沢，１９９３）

⑥１９９１～１９９５年の地上天気図：『１９９１～’９５年天気
図集成』（与五沢，１９９６）

⑦１９９６～２００１年の地上天気図：『気象年鑑１９９７年
版～２００２年版』（日本気象協会，１９９７～２００２）

⑧２００２～２００５年の地上天気図：『気象年鑑２００３年
版～２００６年版』（気象庁，２００３～２００６）

２．４ 風向風速計の変遷の影響
気象庁（１９９０）によると，平均風速の観測にお

いて，本調査の開始年に当たる１９６６年ころは三杯
風速計が使用されていた。一方，瞬間風速の観測
にはダインス式風圧計が用いられていたが，１９６１
年１月１日より風車型風速計（または三杯風速計）
に順次切り替えられた。その後，１９７５年１月１日
（室戸岬は１９６９年９月１日）からは，風車型自記風
向風速計により平均と瞬間の風向・風速を測定す
るようになった。また，官署の移転により，風速
計設置高度が高くなった地点があり，後で述べる
ように，大阪や広島では地上高１００m近くに移設
された。このような変遷は，本研究において，起
因となる気象擾乱の判別，発現月，風向などへの
影響は少なく，大きな影響を受けるのは，異なっ
た年の間における風速の比較に関する調査のみで
あると考えられる。

３．台風に起因した比率
解析の対象とした期間において，台風に起因し

て発現した年最大風速および年最大瞬間風速の回
数について，全回数に対する比率（「台風起因比
率」と称す）として表し，各地点における値を
図１に示す。

２６９



藤井：台風に起因した年最大風速の頻度の地理的分布と長期変化傾向について

この図に基づくと，年最大風速の台風起因比率
の地理的分布については，おおむね次のような傾
向が見られる。南西諸島から近畿地方に至るまで
の西南日本では，日本海側や内陸部を除いて，ほ
とんどの地点で５０％を超えており，台風起因の年
の方が多く，とくに，九州南端部より南では，
８０％を超えている。一方，中部地方から北海道に
至るまでの東北日本および中国・近畿の日本海側
と内陸部では５０％未満であり，台風以外擾乱に起
因する年の方が多い。地点別の最大は那覇であ
り，４０年間の年最大風速のすべてが台風に起因し
ている。また，最小は日光であり，４０年間で台風
に起因したのは１年のみ（台風８２１０号）である。
年最大瞬間風速の台風起因比率の地理的分布に

ついても同様な傾向が見られる。ただし，台風起
因比率９％以下の地点は，年最大風速の１２地点に
比べて，年最大瞬間風速では少なく，７地点にす
ぎない。なお，石垣島と宮古島では，調査の対象
とした１９６８～２００５年の３７年間において，年最大瞬
間風速のすべてが台風に起因して発現している。
ここで，注目すべきは宇和島の年最大風速であ

り，台風起因比率は２３％（４０年間で９例）に過ぎ

ない。これは，日本海側の萩や鳥取と同じ程度の
比率である。宇和島は，低気圧が接近していると
き，「わたくし風」と呼ばれる東よりの強風が吹く
ことで知られている（例えば，松山地方気象台
ホームページ）が，東よりの風は東北東の風の３
例に過ぎず，２２例が西北西，９例が西である。し
たがって，周辺の地点に比べて，台風起因比率が
低いのは「わたくし風」の発現によるものとは考
えられない。一方，宇和島における年最大瞬間風
速のうち台風起因比率は４９％であり，松山や多度
津とほとんど変わらない。なお，本調査期間より
前の１９６４年であるが，宇和島では，台風６４２０号の
後面に発生した小擾乱（いわゆるpressuredip）
により突風が吹き，７２ms－１の最大瞬間風速が観
測されている（山元・他，１９６５；光田，１９６８）。

４．台風起因比率の長期変化傾向
年最大風速および年最大瞬間風速のうち，台風

に起因した地点数の経年変化を図２に示す。この
地点数は両風速とも年によって大きく異なってお
り，年最大風速については，最大が２００４年の１１５
地点（全地点に対する比率７７％），最小が１９７３年

２７０

（a）年最大風速 （b）年最大瞬間風速

図１ 台風起因比率の地理的分布
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の１１地点（７％）である。また，年最大瞬間風速
については，最大は２００４年の１１９地点（７９％），最
小は１９７３年の１３地点（９％）で，最大と最小の年
は，いずれも年最大風速の年と一致している。台
風起因最大は１０個の台風が上陸した２００４年である

が，この年は全国的に台風による強風の影響を受
けたことを意味している。なお，１個の台風で年
最大風速が最も多く発現したのは９１１９号の８２地点
であり，年最大瞬間風速も同じく９１１９号の９４地点
である。

２７１

（a）年最大風速

（b）年最大瞬間風速

図２ 台風に起因して発現した地点数の比率と地点数（図中の数値）の経年変化
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次に，この比率の長期の変化傾向を見るため
に，解析の対象とした期間を１０年ごとの４つの期
間に分けて，平均値を求めた。この１０年ごとの期
間は，１９６６～１９７５年を「期間Ⅰ」，１９７６～１９８５年を
「期間Ⅱ」，１９８６～１９９５年を「期間Ⅲ」，１９９６～２００５
年を「期間Ⅳ」と称することにする。
年最大風速および年最大瞬間風速について，台

風に起因して発現した地点数を期間ごとに集計
し，全地点に対する比率として図３に示す。年最
大風速については，台風起因地点数の比率は１０年
ごとに増えており，期間Ⅰの３７％から，期間Ⅱに
は３９％，期間Ⅲには４０％，期間Ⅳには４７％と増加
し，期間Ⅰに比べて期間Ⅳでは１０％も増加してい
る。一方，年最大瞬間風速については，期間Ⅰで
は３５％，期間Ⅱでは４０％，期間Ⅲでは４３％，期間
Ⅳでは４９％であって，年最大風速に比べて増加の

割合が大きい。このように，最近の１０年間である
期間Ⅳでは，両風速とも，約半数の地点において
台風に起因して発現している。また，年最大風速
と年最大瞬間風速の台風時の発現比率を比較する
と，期間Ⅰにおいては年最大風速の方が大きい
が，期間Ⅱ以降は，年最大瞬間風速の方が大きく
なっている。

５．発現月の長期変化傾向
期間ごとに，年最大風速および年最大瞬間風速

が発現した月を全地点について集計し，平均年間
地点数として図４に示す。両風速ともに，２～４
月と８～９月の２つのピークがある。１０年ごとの
変化を見ると，２～４月のピークでは，３～４月
の地点数が減少している。一方，８～９月のピー
クでは，９月の地点数の増加が目立っており，年

２７２

図３ 台風に起因して発現した地点数の比率と平均年間地点数（図中の数値）

（a）年最大風速 （b）年最大瞬間風速

図４ 年最大風速と年最大瞬間風速が発現した月の平均年間地点数

（b）年最大瞬間風速（a）年最大風速
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最大風速については，期間Ⅰに年間１６地点であっ
たのが，期間Ⅱでは２２地点，期間Ⅲでは３０地点，
期間Ⅳでは３２地点であり，期間ⅠとⅣの間の３０年
間に２倍も増加している。これに対して，８
月は，逆に減少の傾向があり，期間Ⅰでは年間２８
地点であったのが，期間Ⅱでは２３地点，期間Ⅲで
は１９地点，期間Ⅳでは，１７地点と減少傾向にあ
る。
年最大瞬間風速についても，同様に２～４月と

８～９月の２つのピークがある。９月は期間Ⅰが
年間１２地点であったのが，期間Ⅱでは２４地点，期
間Ⅲでは３４地点，期間Ⅳでは３３地点であり，期間
ⅢとⅣでは，期間Ⅰに比べて３倍近くも増加して
いる。一方，８月は，年最大風速と同様に減少の
傾向があり，期間Ⅰでは年間２５地点であったの
が，期間Ⅱと期間Ⅲでは，いずれも２２地点，期間
Ⅳでは１９地点となっている。
これらのピークの起因を調べるために，各月に

発現した年最大風速と年最大瞬間風速のうちで台
風に起因した地点数の比率を図５に示す。１～４
月においては，両風速とも，すべての期間におい
て台風以外の気象擾乱により発現しており，した
がって，図４の２～４月のピークは台風以外の気
象擾乱によるものである。５月になると，台風に
起因するものが現れ，その比率は期間ごとに増え
る傾向にある。両風速とも，６月は，期間Ⅰでは
比率が０％に近かったが，期間Ⅳでは７０％を超え
ている。両風速とも，７月になると，いずれの期

間においても８０％前後となり，８月には９０％を超
えており，年間での最大となる。９月には，両風
速とも，期間Ⅰ～Ⅲでは９０％に減少するが，期間
Ⅳでは８月とほとんど変わらず，９５％に達してい
る。１０月になると，両風速とも，期間Ⅰ～Ⅲでは
７０％以下に減少するが，期間Ⅳでは８０％程度であ
る。図４によると，両風速ともに９月と１０月にお
いては，期間ⅢとⅣの平均年間地点数がほとんど
変わらないのにもかかわらず，期間Ⅳにおいて台
風起因比率が増加しているのは，台風に起因した
頻度が増え，他の擾乱による頻度が減少している
ことを意味している。１１～１２月になると，両風速
とも，台風起因の場合はほとんどなくなり，４つ
の期間ともに１０％以下となる。
なお，図４によると，期間ⅢおよびⅣでは９月

の発現頻度が高くなってくるのに対して，８月の
発現頻度が減少してきているのは，強い台風の来
襲頻度が８月には減少し，９月には増加している
ことを示しているのではないかと考えられる。こ
の点について，さらに詳細に調べるために，台風
に起因して８月と９月に年最大風速と年最大瞬間
風速が発現した地点を年ごとに抽出し，その地点
数の経年変化を図６に示す。これらの図による
と，年最大風速と年最大瞬間風速ともに，１９８９年
までは８月に発現する地点が多いが，１９９０年以降
は９月に発現する地点の方が多くなる傾向が見ら
れる。１９９０年には９０１９号，９０２０号，１９９１年には
９１１９号が９月に上陸しており，これを契機に８月

２７３

図５ 台風に起因して発現した地点数の比率の年変化

（a）年最大風速 （b）年最大瞬間風速
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よりも９月に来襲する台風に起因して年最大風速
と年最大瞬間風速が発現する傾向が強く現れてい
る。ただし，この傾向が今後も続くかどうかにつ
いては明らかではない。

６．風向の長期変化傾向
各地点の年最大風速と年最大瞬間風速について

風向ごとに集計し，平均年間地点数を求め，図７
に示す。年最大風速の場合，２つのピークがあ
り，西の風向を中心とする頻度が最も高く，次い
で，南南東を中心とするピークである。１０年ごと
の変化を見ると，西のピークは，期間Ⅲには減少
したが，期間Ⅳでは増加している。一方，南南東
のピークは，期間Ⅲ以降，それ以前に比べて増加
している。
年最大瞬間風速の場合，風向は１９７８年以降しか

公表されていない。そこで，統計は期間Ⅱ以降で
あり，しかも，期間Ⅱは１９７８～１９８５年の８年間の
平均である。年最大風速で見られた西の風向を中
心としたピークは期間ⅡとⅣでは存在している
が，期間Ⅲでは明瞭ではない。一方，風向が南南
東のピークは，あまり明瞭ではない。

７．風速の長期変化傾向
各地点の年最大風速と年最大瞬間風速につい

て，５ms－１ごとの階級に分け，期間ごとに集計
し，各階級において地点数が占める比率として
図８に示す。この図において，横軸は風速の小さ
い階級順に並べた場合の累積相対度数で表してあ
る。年最大風速の１０年ごとの統計では，風速
２０ms－１以上の地点が占める比率が最も高いのは
期間Ⅰである。気象官署では，１９７５年１月１日か

２７４

図７ 年最大風速と年最大瞬間風速が発現したときの風向の平均年間地点数

（a）年最大風速 （b）年最大瞬間風速

図６ ８月と９月に発現した地点数の経年変化

（a）年最大風速 （b）年最大瞬間風速
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ら平均風速の観測が三杯型から風車型に切り替え
られたが，気象庁観測部統計課（１９７９）の調査に
よると，この測器変更により平均風速の全国平均
値が約１０％減少したことが示されている。一方で
は，図８（b）に示した年最大瞬間風速では，期間
ⅠとⅡの間で，ほとんど差がない。これらのこと
から，期間Ⅰで年最大風速観測値が大きいのは，
三杯風速計が使われていたことによるものと考え
られる。その根拠としては，三杯風速計の場合，
鉛直成分に反応すること（気象庁観測部統計課，
１９７９）や変動風に対しては回転しすぎて，真風速
よりも大きな値を計測すること（藤谷，１９９０）が
挙げられている。
期間Ⅱ以降では，風速２０ms－１以上の地点が占

める比率が高くなっていく傾向がある。年最大風
速について，風速２０ms－１を超える比率は期間Ⅱ
が１８％であるのに対して，期間Ⅲでは２０％，期間
Ⅳでは２４％に増加している。一方，年最大瞬間風
速については，風速３５ms－１を超える頻度は期間
Ⅱが１６％であるのに対して，期間Ⅲでは２３％，期
間Ⅳでは３１％に増加しており，期間Ⅳでは，期間
Ⅱに比べて２倍近く増加している。気象官署で観
測される風速が増加の傾向にある一因として，合
同庁舎などへの移転により風速計設置高度が高く
なったことが挙げられる。解析対象期間におい
て，風速計設置高度が５０．０m以上になった官署は
８地点あるが，その変遷を図９に示す。これによ
ると，期間Ⅰでは大阪，期間Ⅱでは東京，仙台，

岡山，期間Ⅲでは広島，大阪，佐賀，期間Ⅳでは
岡山，釧路，札幌において，２０m以上高くなっ
ている。なお，大阪は，１９９９年に別の建物に移設
され，９４．２mから２２．９mへと低くなった。
これに加えて，１９９０年ころから強い台風が多く

上陸することも風速増加の一因であると考えられ
る。これは，地球温暖化の影響かどうかについて
は，現在のところ明らかにされていない。
次に，年最大風速と年最大瞬間風速について，年

ごとの全地点風速平均値を求め，その年に台風に起
因した地点数の比率との関係を図１０に示す。まず，
年最大風速については，相関係数が０．６２でばらつき
が大きい。そこで，三杯風速計の期間１９６６～１９７４年
と風車型風向風速計の期間１９７５～２００５年に分けて示

２７５

（b）年最大瞬間風速

図９ 風速計設置高度が５０．０m以上になった８
地点の風速計設置高度（各年１２月３１日現
在）の変遷，資料は『気象庁編，気象庁
年報２００５年CD-ROM』による。

図８ 年最大風速と年最大瞬間風速が発現したときの風速の年間平均地点数（図中の数値）と全地点に対す
る比率（累積相対度数で表す）

（a）年最大風速
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すと，風速平均値と台風起因比率の間の相関係数は
１９６６～１９７４年では０．８５，１９７５～２００５年では０．８５で，
強い相関関係にある。これらの各期間について，
線形近似を行って図示してあるが，これに基づく
と，年間台風起因地点数の同じ比率に対して，風
車型風向風速計観測時の方が２ms－１程度小さく
なっている。
一方，年最大瞬間風速については，全期間にわ

たっての相関係数は０．８３で強い相関関係にある。
また，線形近似を行うと，台風起因比率が３０％の
年には年最大瞬間風速平均値は２９ms－１程度であ
るが，６０％になると３３ms－１程度に増加する。こ
れらの値は，風車型風向風速計観測時における年
最大風速の１．８倍程度である。
なお，台風起因比率が大きい年には，両風速と

も全地点平均値が大きくなることは，台風以外に
起因する風速よりも，台風に起因する風速の方が
強いことを意味している。

８．まとめ
気象官署の年最大風速および年最大瞬間風速の

起因となった気象擾乱について，過去４０年間の資
料に基づく調査によると，台風に起因して発現し
た比率の地理的分布と長期変化傾向として，次の
ような結果が得られた。
（１）西南日本における強風は，日本海側や内陸部

を除いて，半数以上の年で台風に起因して発
現している。これに対して，東北日本では，

台風以外の気象擾乱，すなわち，温帯低気圧，
寒冷前線などの通過のさいに観測される年の
方が多い。したがって，西日本を中心とした
強風災害の対策は，台風に重点をおいて考え
れば，ほぼ目的を達することができよう。一
方，東北日本や西日本の日本海沿岸域，内陸
部では，冬季から春にかけて襲う発達した温
帯低気圧などを考える必要がある。

（２）１０年ごとに統計をとると，台風に起因する比
率が増えてきており，最近の１０年間では，約
半数の年で台風に起因して発現している。こ
れは日本を襲う強い台風が増えてきているこ
とを意味している。

（３）月別の発現比率には，年最大風速と年最大瞬
間風速ともに，２～４月と８～９月の２つの
ピークがある。２～４月には，すべてが台風
以外の気象擾乱により発現しており，８～９月
には，ほとんどすべてが台風に起因して発現
している。また，台風起因比率の大きい月は，
１９９０年ころを境に８月から９月に移っている。

（４）風向別の発現比率では，年最大風速には，南
南東と西の２つのピークがあるが，年最大瞬
間風速には，西のピークのみである。

（５）年最大風速が２０ms－１を超える比率は期間Ⅱが
１８％であるのに対して，期間Ⅲでは２０％，期
間Ⅳでは２４％と増加の傾向にある。また，年
最大瞬間風速については，風速３５ms－１を超え
る比率は期間Ⅱが１６％であるのに対して，期
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図１０ 各年における台風起因の地点数の比率と風速の全地点平均値との間の関係

（a）年最大風速
（b）年最大瞬間風速
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間Ⅲでは２３％，期間Ⅳでは３１％に増加してお
り，期間Ⅳでは，期間Ⅱに比べて２倍近く増
加している。
以上のように，強風の起因となる気象擾乱は，

地域によって大きく異なっており，また，１０年ご
との強風の特性は，変化しつつある。この長期変
化傾向については，地球温暖化の影響によるもの
であるかどうかは，現在のところ明らかではな
い。
地理的分布や長期変化傾向について得られた結

果は，強風災害対策において，重点をおくべき気
象擾乱の予測に有効に利用できるものと考えられ
る。また，強風が発現する季節，強風の風向や風
速についても参考となるものと考えられる。な
お，今後の課題としては，強風発現季節，卓越風
向，風速の極値の地理的分布を作成することが残
されている。
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